


　　　　①小包郵便又はEMS郵便物：引受けを証する書類及び発送伝
　　　　　　　　　　　　　　　　　票等の控え
　　　　②通常郵便物：発送伝票等の控え（一定の事項を追記したもの） 注3

詳しくは、国税庁ホームペー
ジ「消費税法改正のお知らせ
（令和３年４月）」をご参照く
ださい。

注5

注6

（注4）

（注5）

（注6）

（注7）

以下の書類（注３）

◎輸出免税の適用には、輸出許可書等の保存が必要です。
◎輸出許可書等にはこれらの書類に係る電磁的記録を含みます。

注4

「免税購入対象者」とは、①日本
国籍を有しない非居住者で、
「短期滞在」、「外交」又は「公
用」の在留資格を有する方や上
陸許可を受けた方、②日本国籍
を有する非居住者で、国内以外
の地域に引き続き２年以上住
所又は居所を有することについ
て、在留証明又は戸籍の附票の
写し（その者が最後に日本に入
国した日から起算して6か月前
の日以後に作成されたもの）に
より確認された方などをいいま
す。日本国内にある事務所に勤
務する方や日本に入国後６か月
以上経過した方は、「免税購入
対象者」には該当しません。

注6

一般物品と消耗品の販売価額
が各々、５千円未満であったと
しても、合計額が５千円以上で
あれば、一般物品を消耗品と同
様の指定された方法により包装
することで、免税販売すること
ができます。この場合、その一
般物品は消耗品として取り扱う
こととなります。

注5

事業用又は販売用として購入
することが明らかな物品及び
金又は白金の地金は、免税対
象物品から除かれています。

　輸出物品販売場（免税店）を経営する事業者（消費税の課税事業者に限り

ます。）が、外国人旅行者などの免税購入対象者（注4）に対して免税対象物

品を一定の方法で販売する場合には、消費税が免除されます。



（注7）

注8

　　③　自動販売機型輸出物品販売場（注８）
免税販売手続が、指定自動販売機（国税庁長官が観光庁長官と協

議して指定するもの）によってのみ行われる輸出物品販売場です。

　このほか、輸出物品販売場制度についてさらに詳しくお知りになりたい場合は、国税庁
ホームページ内の「輸出物品販売場における輸出免税について」に掲載している各種リー
フレットやQ&Aをご参照ください。

注7

②免税購入対象者であることを確認
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注9

事業者が購入記録情報を保存
しない場合や、免税購入対象者
以外の者に販売した場合等は、
消費税が免除されません。


